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平成 １７ 年 ３月期   個別財務諸表の概要 平成１７年 ５月 １６日 

会 社 名   株式会社 遠藤製作所         上場取引所    ＪＱ 

コ ード番 号   ７８４１              本社所在都道府県  新潟県 

（ＵＲＬ http://www.endo-mfg.co.jp） 
代  表  者 役  職  名  代表取締役社長 
        氏    名  小林健治 
問い合わせ先  責任者役職名  常務取締役 

        氏    名 牛坊芳明        ＴＥＬ（０２５６）６３ － ６１１１ 
決算取締役会開催日  平成１７年 ５月１６日        中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日  平成１７年 ６月２９日        単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

 
１．１７年３月期の業績（平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日） 
(1) 経営成績 （百万円未満切り捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
17年 3月期 
16年 3月期 

百万円   ％
8,112（  9.3）
7,419（△50.0）

百万円   ％
336（   － ）

△748（   － ）

百万円   ％
353（   － ）

△771（   － ）

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
17年 3月期 
16年 3月期 

百万円   ％ 
635（   － ） 

△851（   － ） 

円  銭
68.72

△90.99

円  銭
－
－

％
7.6

△9.8

％ 
2.8 

△5.3 

％
4.3

△10.4

(注)①期中平均株式数      17年 3月期  9,249,238株   16年 3月期  9,363,169株 
②会計処理の方法の変更   有 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 （百万円未満切り捨て） 
１株当たり年間配当金 

 
 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
17年 3月期 
16年 3月期 

円  銭
10.00
10.00

円  銭 
－ 
－ 

円  銭
10.00
10.00

百万円
92
92

％ 
14.6 

△11.0 

％
1.1
1.1

(3) 財政状態 （百万円未満切り捨て） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
 

17年 3月期 
16年 3月期 

百万円 
12,569 
12,920 

百万円
8,654
8,141

％ 
68.9 
63.0 

円  銭
938.16
877.55

(注)①期末発行済株式数   17年 3月期   9,225,500株   16年 3月期   9,277,800株 

②期末自己株式数    17年 3月期    216,300株   16年 3月期    164,000株 
 
２．１８年３月期の業績予想（平成１７年 ４月 １日～平成１８年 ３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中間期 
通 期 

百万円 
4,233 
9,093 

百万円
222
497

百万円
217
435

円 銭
――― 
――― 

円 銭 
――― 

10.00 

円 銭
――― 

10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)   47円 22銭 

 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、

上記業績予想に関する事項は、添付資料の8ページをご参照してください。 
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１. 財務諸表等 
(1) 比較貸借対照表 
 

前事業年度 当事業年度 比較増減   

(平成16年3月31日現在) (平成17年3月31日現在) (△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産  7,316,693 56.6 7,395,787 58.8 79,094

 １. 現金及び預金  1,739,275 1,735,242  △4,032

 ２. 受取手形  154,891 188,719  33,828

 ３. 売掛金  2,348,082 2,405,701  57,619

 ４. 有価証券  35,025 35,039  14

 ５. 製品  211,510 287,860  76,349

 ６. 原材料  334,424 247,383  △87,040

 ７. 仕掛品  118,555 57,737  △60,818

 ８. 貯蔵品  39,133 33,985  △5,148

 ９. 前払費用  68,068 83,095  15,026

 10. 繰延税金資産  106,556 96,631  △9,925

 11. 関係会社短期貸付金  42,000 190,000  148,000

 12. 未収入金 ※5 2,054,937 2,013,612  △41,325

 13. その他  91,832 49,548  △42,283

  貸倒引当金  △27,599 △28,770  △1,171

       

Ⅱ 固定資産  5,604,019 43.4 5,174,080 41.2 △429,938

 １. 有形固定資産 ※1 4,102,777 31.8 3,541,543 28.2 △561,233

 (1) 建物 ※2 1,124,763 1,029,419  △95,344

 (2) 構築物  63,880 56,540  △7,339

 (3) 機械装置  1,437,889 1,000,826  △437,063

 (4) 車両運搬具  1,347 2,635  1,287

 (5) 工具器具備品  63,261 44,355  △18,905

 (6) 土地 ※2 1,411,634 1,407,767  △3,867

       

 ２. 無形固定資産  60,770 0.5 52,178 0.4 △8,591

 (1) 特許権  7,260 5,828  △1,431

 (2) 借地権  26,535 26,535  － 

 (3) 商標権  769 597  △172

 (4) 意匠権  137 54  △82

 (5) ソフトウェア  22,713 15,951  △6,761

 (6) その他  3,354 3,210  △144
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前事業年度 当事業年度 比較増減   

(平成16年3月31日現在) (平成17年3月31日現在) (△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

 ３. 投資その他の資産  1,440,471 11.1 1,580,358 12.6 139,887

 (1) 投資有価証券  115,284 116,051  767

 (2) 関係会社株式  420,041 519,503  99,462

 (3) 出資金  1,790 1,793  3

 (4) 関係会社長期貸付金  546,316 420,000  △126,316

 (5) 破産更生債権等  93,798 95,307  1,508

 (6) 長期前払費用  3,493 2,655  △837

 (7) 繰延税金資産  417,015 494,453  77,438

 (8) その他  131,410 121,954  △9,456

  貸倒引当金  △288,678 △137,873  150,805

  関係会社投資損失引当金  － △53,487  △53,487

       

Ⅲ 繰延資産  276 0.0 －  －  △276

 １. 社債発行差金  276 －   △276

資産合計  12,920,989 100.0 12,569,867 100.0 △351,121
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前事業年度 当事業年度 比較増減   
(平成16年3月31日現在) (平成17年3月31日現在) (△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債  3,299,158 25.5 3,274,172 26.0 △24,986

 １. 支払手形  749,101 497,861  △251,240

 ２. 買掛金 ※5 1,223,538 1,130,570  △92,967

 ３. 短期借入金  450,000 1,290,000  840,000

 ４. 1 年以内返済予定の長期借入金 ※2 308,000 －   △308,000

 ５. 1 年以内償還予定の社債  142,400 －   △142,400

 ６. 未払金  191,994 170,926  △21,068

 ７. 未払費用  24,142 18,961  △5,180

 ８. 未払法人税等  1,350 34,691  33,341

 ９. 預り金  14,370 11,663  △2,707

 10. 賞与引当金  80,890 113,008  32,117

 11. 新株引受権  1,281 －   △1,281

 12. 設備支払手形  112,088 4,902  △107,185

 13. その他  － 1,585  1,585
       
Ⅱ 固定負債  1,480,080 11.5 640,698 5.1 △839,382

 １. 長期借入金 ※2 659,800 －   △659,800

 ２. 役員退職慰労引当金  620,412 511,004  △109,408

 ３. 債務保証損失引当金  199,868 129,694  △70,174

負債合計  4,779,239 37.0 3,914,870 31.1 △864,369
       
(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※3 1,241,788 9.6 1,241,788 9.9 － 

Ⅱ 資本剰余金  1,183,816 9.2 1,183,816 9.4 － 

 １. 資本準備金  1,183,788 1,183,788  － 

 ２. その他資本剰余金  28 28  － 

 (1) 自己株式処分差益  28 28  － 

Ⅲ 利益剰余金  5,792,465 44.8 6,335,309 50.4 542,844

 １. 利益準備金  45,225 45,225  － 

 ２. 任意積立金  6,356,484 5,504,515  △851,968

 (1) 特別償却準備金  6,484 4,515  △1,968

 (2) 別途積立金  6,350,000 5,500,000  △850,000

 
３. 当期未処分利益又は

当期未処理損失(△) 
 

△609,244 785,567  1,394,812

Ⅳ その他有価証券評価差額金  6,112 0.0 13,153 0.1 7,040

Ⅴ 自己株式 ※4 △82,432 △0.6 △119,069 △0.9 △36,637

資本合計  8,141,749 63.0 8,654,997 68.9 513,247

負債・資本合計  12,920,989 100.0 12,569,867 100.0 △351,121
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(2) 比較損益計算書 
 

前事業年度 当事業年度 比較増減   
平成15年4月 1日 
平成16年3月31日 

平成16年4月 1日 
平成17年3月31日 

(△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅰ 売上高  7,419,315 100.0 8,112,499 100.0 693,184

Ⅱ 売上原価 ※1,3 7,227,352 97.4 6,969,356 85.9 △257,996

 １. 製品期首たな卸高  353,496 211,510  △141,985

 ２. 当期製品製造原価  6,526,601 6,293,226  △233,375

 ３. 当期製品仕入高  558,765 752,479  193,714

  合計  7,438,863 7,257,217  △181,646

 ４. 製品期末たな卸高  211,510 287,860  76,349

 売上総利益  191,962 2.6 1,143,143 14.1 951,180

     

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 940,569 12.7 806,684 10.0 △133,885

 営業利益又は営業損失(△)  △748,606 △10.1 336,458 4.1 1,085,065

      

Ⅳ 営業外収益  88,437 1.2 58,379 0.7 △30,058

 １. 受取利息 ※1 41,880 19,348  △22,531

 ２. 受取配当金  1,823 1,375  △447

 ３. 投資不動産賃貸料  17,971 19,796  1,825

 ４. その他  26,763 17,859  △8,904

      

Ⅴ 営業外費用  111,630 1.5 40,958 0.5 △70,672

 １. 支払利息  29,670 9,842  △19,828

 ２. 社債利息  2,859 1,856  △1,003

 ３. 投資有価証券評価損  512 －   △512

 ４. 減価償却費  6,056 4,788  △1,268

 ５. 為替差損  69,730 3,283  △66,446

 ６. コミットメント手数料  － 19,722  19,722

 ７. その他  2,801 1,465  △1,336

 経常利益又は経常損失(△)  △771,799 △10.4 353,879 4.3 1,125,679
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前事業年度 当事業年度 比較増減   

平成15年4月 1日 
平成16年3月31日 

平成16年4月 1日 
平成17年3月31日 

(△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅵ 特別利益  586,110 7.9 353,799 4.4 △232,311

 １. 貸倒引当金戻入益  549,969 150,316  △399,653

 ２. 債務保証損失引当金戻入益  － 70,174  70,174

 ３. 役員退職慰労引当金戻入益 ※4 － 115,723  115,723

 ４. 固定資産売却益 ※5 10,805 7,355  △3,450

 ５. 投資有価証券売却益  25,335 10,229  △15,105

      

Ⅶ 特別損失  447,594 6.0 121,265 1.5 △326,328

 １. 固定資産売却損 ※6 821 692  △128

 ２. 固定資産除却損 ※7 66,220 67,085  865

 ３. 貸倒引当金繰入額 ※8 93,798 －   △93,798

 ４. 債務保証損失引当金繰入額  199,868 －   △199,868

 ５. 関係会社投資損失引当金繰入額  － 53,487  53,487

 ６. 割増退職金 ※9 86,885 －   △86,885

税引前当期純利益又は 

税引前当期純損失(△) 
 

△633,282 △8.5 586,413 7.2 1,219,696

法人税､住民税及び事業税  2,905 0.0 23,076 0.3 20,171

法人税等調整額  215,794 3.0 △72,285 △0.9 △288,079

当期純利益又は当期純損失(△)   △851,981 △11.5 635,622 7.8 1,487,603

前期繰越利益  242,737 149,945  △92,791

当期未処分利益又は 

当期未処理損失(△) 
 

△609,244 785,567  1,394,812
     
 



44 

(3) 比較利益処分計算書 
 

前事業年度 
株主総会承認日 

当事業年度 
株主総会承認日 比較増減 

  

平成16年6月29日 平成17年6月29日 (△は減少) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益又は

当期未処理損失(△)
 

△609,244 785,567 1,394,812

Ⅱ 任意積立金取崩額   

 １. 特別償却準備金取崩額  1,968 2,089  

 ２. 別途積立金取崩額  850,000 851,968 － 2,089 △849,878

 合計  242,723 787,656 544,933

Ⅲ 利益処分額   

 １. 配当金  92,778 92,255  

 ２. 任意積立金   

  別途積立金  － 92,778 500,000 592,255 499,477

Ⅳ 次期繰越利益  149,945 195,401 45,456
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重要な会計方針 

期  別 
 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日 

当事業年度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 子会社株式 

同 左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

(2) その他有価証券 

同 左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

デリバティブの評価は、時価法を採

用しております。 

同 左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品･原材料･仕掛品 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 製品･仕掛品 

総平均法による原価法を採用して

おります。 

  (2) 原材料 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 (2) 貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。

(3) 貯蔵品 

同 左 

  （会計処理方法の変更） 

製品・仕掛品の評価方法を従来の移動

平均法から、当事業年度より総平均法に

変更いたしました。 

この変更は、当事業年度に原価管理方

法の見直しを行ったのを機に、月次の操

業度変更による売上原価及びたな卸資産

に与える影響を排除し、原価管理をより

厳格に行うために実施したものでありま

す。 

この変更による影響は軽微でありま

す。 
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期  別

 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日 

当事業年度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法(平成10年4月1日以降に取得

した建物(附属設備を除く)について

は定額法)を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物 7～31年

機械装置 11～15年
 

(1) 有形固定資産 

同 左 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同 左 

５．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行差金 

社債の償還期間にわたり均等償却

しております。 

 (1) 社債発行差金 

同 左 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同 左 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率等により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

 ―――――― (2) 関係会社投資損失引当金 

関係会社に対する投資の損失に備

えるため、関係会社の財政状態等を勘

案し、その必要額を計上しておりま

す。 

 (2）賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、賞

与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

(3) 賞与引当金 

同 左 
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期  別 

 
項  目 

前事業年度 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日 

当事業年度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

年金資産見込額が退職給付債務見

込額に未認識数理計算上の差異を加

減した額を下回る場合には、当該差異

を退職給付引当金として計上し、上回

る場合には当該超過額を前払年金費

用として計上しております。当事業年

度末においては、前払年金費用53,702

千円を流動資産の｢前払費用｣に含め

て計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から処理してお

ります。 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

年金資産見込額が退職給付債務見

込額に未認識数理計算上の差異を加

減した額を下回る場合には、当該差異

を退職給付引当金として計上し、上回

る場合には当該超過額を前払年金費

用として計上しております。当事業年

度末においては、前払年金費用68,500

千円を流動資産の｢前払費用｣に含め

て計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から処理してお

ります。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金支給内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金 

同 左 

 (5) 債務保証損失引当金 

関係会社への債務保証に係る損失

に備えるため、被保証先の財政状態等

を個別に勘案し、損失負担見込額を計

上しております。 

(6) 債務保証損失引当金 

同 左 

８．リース取引の処理方法    リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス･リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同 左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 
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注記事項 

（貸借対照表関係）  

前事業年度 
（平成16年 3月31日現在） 

当事業年度 
（平成17年 3月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 3,472,903 千円 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 3,535,600 千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。 

建 物 724,364 千円

土 地 934,939  

計 1,659,304  

  担保付債務は次のとおりであります。 

1年以内返済予定の長期借入金 308,000 千円

長 期 借 入 金 659,800  

計 967,800  
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。 

建 物 653,085 千円

土 地 934,939  

計 1,588,025  

  担保付債務はありません。 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 29,800,000株

発行済株式総数 普通株式 9,441,800株
 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 29,800,000株

発行済株式総数 普通株式 9,441,800株
 

※４ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

164,000株であります。 

※４ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

216,300株であります。 

※５ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

未 収 入 金 1,980,372千円 

買 掛 金 844,581千円 
 

※５ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

未 収 入 金 1,970,104千円 

買 掛 金 606,580千円 
 

６  偶発債務 

次の関係会社について、金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。 

保証先 金額 内容 

ENDO THAI CO., LTD. 611,678千円 借入･ﾘｰｽ債務

ENDO STAINLESS STEEL 
(THAILAND) CO.,LTD.  

406,488千円 借入債務 

ENDO FORGING 
(THAILAND) CO.,LTD.  

756,317千円 借入･ﾘｰｽ債務

計 1,774,483千円 － 
 

６ 偶発債務 

次の関係会社について、金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。 

保証先 金額 内容 

ENDO THAI CO., LTD. 681,712千円 借入･ﾘｰｽ債務

ENDO STAINLESS STEEL 
(THAILAND) CO.,LTD. 

613,139千円 借入債務 

ENDO FORGING 
(THAILAND) CO.,LTD. 

954,328千円 借入･ﾘｰｽ債務

計 2,249,180千円 － 
 

７ 配当制限 

商法施行規則第124条３項に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は6,122千円

であります。 

７ 配当制限 

商法施行規則第124条３項に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は13,153千円

であります。 

８     ――――――――― ８ 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
3,600,000 千円 

借入実行残高 1,290,000  

差引額 2,310,000  
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（損益計算書関係）  

前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

外注加工費 2,053,524 千円 

受取利息 40,846  
 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

外注加工費 2,215,508 千円 

受取利息 18,057  
 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は 18％、

  一般管理費に属する費用のおおよその割合は 82％

であります。 

  主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

運賃 51,750 千円 

役員報酬 91,162  

給与手当 228,493  

賞与引当金繰入額 14,988  

役員退職慰労引当金繰入額 28,166  

減価償却費 28,286  

支払手数料 57,703  

通信・旅費交通費 71,510  

製品補償費 83,905  

租税公課 79,902   

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は 12％、

  一般管理費に属する費用のおおよその割合は 88％

であります。 

  主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 72,317 千円 

給与手当 223,010  

賞与引当金繰入額 23,360  

役員退職慰労引当金繰入額 22,460  

減価償却費 28,670  

支払手数料 57,472  

法定福利費 40,464  

通信・旅費交通費 54,851  

製品補償費 56,452  

租税公課 64,734   
※３ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

一般管理費 7,141 千円 

当期製造費用 514,090  

計 521,231   

※３ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

一般管理費 3,022 千円 

当期製造費用 514,822  

計 517,845   
※４     ――――――――― ※４ 役員退職慰労金支給内規の改訂によるものであ

ります。 

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物 465 千円 

機械装置 13,268  

車両運搬具 204  

土地 2,505  

計 10,805  

 

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置 6,522 千円 

土地 832  

計 7,355  

 

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置 821 千円 

 

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置 692 千円 

 
※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置 22,208 千円 

車両運搬具 39  

工具器具備品 128  

無形固定資産「その他」 43,843  

計 66,220  

 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 2,621 千円 

機械装置 62,807  

車両運搬具 431  

工具器具備品 1,224  

計 67,085  

 
※８ 得意先の倒産によるものであります。 ※８     ――――――――― 

※９ 希望退職者の募集によるものであります。 ※９     ――――――――― 
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（リース取引関係）  

前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額

 千円 千円 千円

機械装置 767,644 346,811 420,033

車両運搬具 10,862 4,526 6,336

工具器具備品 23,415 20,269 7,145

ソフトウェア 77,137 63,749 13,388

合計 883,060 435,356 447,704
 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額

 千円 千円 千円

機械装置 644,524 401,900 242,624

車両運搬具 10,862 6,698 4,164

工具器具備品 15,674 12,189 3,484

ソフトウェア 6,707 1,676 5,030

合計 677,768 422,465 255,303

２．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 122,845 千円

１ 年 超 344,763  

合計 467,608  
 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 99,875 千円

１ 年 超 171,233  

合計 271,109  
 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 133,874 千円

減価償却費相当額 119,956  

支払利息相当額 15,062  
 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 123,287 千円

減価償却費相当額 110,121  

支払利息相当額 11,825  
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同 左 

 

 

（有価証券関係） 

前事業年度 (自平成 15 年 4月 1日 至平成 16 年 3月 31 日) 及び当事業年度 (自平成 16 年 4月 1日 至平成 17 年

3月 31 日) における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の内訳 

  （単位：千円） 

 前事業年度 

（平成16年3月31日現在） 

当事業年度 

（平成17年3月31日現在） 

繰延税金資産     

未払事業税否認  －  4,593 

賞与引当金損金算入限度超過額  32,679  45,655 

たな卸資産評価損否認  80,955  60,860 

役員退職慰労引当金  250,646  206,446 

関係会社投資損失引当金  －  21,609 

貸倒引当金損金算入限度超過額  108,128  43,245 

債務保証損失引当金  80,746  52,396 

投資有価証券評価損  4,107  4,107 

関係会社株式評価損  63,066  63,066 

固定資産除却損  17,913  36,651 

税務上の繰越欠損金  443,927  305,096 

その他  18,291  19,457 

繰延税金資産小計  1,100,459  863,181 

評価性引当額  △547,989  △234,109 

繰延税金資産合計  552,470  629,072 

     

繰延税金負債     

特別償却準備金  △3,061  △1,645 

その他有価証券評価差額金  △4,143  △8,915 

前払年金費用  △21,695  △27,428 

繰延税金負債合計  △28,899  △37,988 

繰延税金資産の純額  523,571  591,084 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と 

   なった主要な項目別の内訳 

  （単位：％） 

 前事業年度 

（平成16年3月31日現在） 

当事業年度 

（平成17年3月31日現在） 

法定実効税率  41.7  40.4 

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目  △1.8  1.0 

留保金課税額  －  3.0 

住民税均等割額  △0.5  0.5 

評価性引当額  △72.0  △53.5 

その他  △1.9  0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △34.5  △8.4 
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（１株当たり情報）    

前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

１株当たり純資産額 877円55銭 １株当たり純資産額 938円16銭 

１株当たり当期純損失 90円99銭 １株当たり当期純利益 68円72銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、１株当たり当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、期中平均株価が行使価格よりも低いため、希薄

化効果を有しておりません。 

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  （単位：千円）

 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

当事業年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益又は当期純損失(△) △851,981 635,622 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

（うち取締役賞与） (       ―) (       ―) 

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失(△) △851,981 635,622 

期中平均株式数（株） 9,363,169 9,249,238 

 

 

（重 要 な 後 発 事 象         ） 

該当事項はありません。 
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２．役員の異動等 

  （１）代表者の異動 

      該当事項はありません。 

 

  （２）その他の役員の異動 

 

     新任取締役候補 

       取締役     片山 隆二 

      （注）片山隆二氏は、商法第 188 条第 2 項第 7 号ノ 2 に定める｢社外取締役｣ 

         の要件を満たすこととなります。 

 

  （３）異動予定日 

     平成 17 年 6 月 29 日 

 

  （４）その他の事項 

 平成 17 年 3 月期の業績は平成 16 年 3 月期に比し一部回復いたしましたが、

平成 16 年 3 月期に多額の損失を計上したことをうけて代表取締役 2 名（会長、

社長）の取締役報酬額を平成 18 年 5 月まで引続き 25％削減いたします。（平成

17 年 5 月までは 50％の削減でありました。） 

 


